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令和５ 年度財政健全化審査意見書 

 

第１  審査の概要 

  １  審査の期間 

令和６ 年６ 月１ ０ 日～同年８ 月７ 日 

２  審査の方法 

こ の 財政健全化審査は、 地方公共団体の 財政の 健全化に 関する 法律第３ 条 

第１ 項の規定に基づき 、 市長 から 提出さ れた 令和５ 年度健全化判断比率及びそ

の算定の基礎と な る 事項を 記載し た 書類が適正に作成さ れて いる かについて 、

決算書及び各関係書類等を 照合する と と も に、 関係職員から 説明を 聴取し て 審

査を 行っ た 。  

 

第２  審査の結果 

 〔 総合意見〕  

審査に付さ れた 下記の健全化判断比率及びそ の算定の基礎と な る 事項を 記載し た

書類は、 いずれも 適正に作成さ れている と 認めら れる 。  

令和５ 年度健全化比率は、 いずれも 国の示す基準内と な っ て いる が、 更な る 財政

の健全化に向けて取り 組ま れた い。  

 

記 

                                 (単位： ％)  

健全化判断比率 令和５ 年度 令和４ 年度 
令和５ 年度 

早期健全化基準 

令和４ 年度 

早期健全化基準 

①  実質赤字比率 ― ― 12.89 12.92 

② 連結実質赤字比率 ― ― 17.89 17.92 

③ 実質公債費比率 3.0 2.7  25.0 25.0 

④ 将来負担比率 ― ― 350.0 350.0 

(注)① 実質赤字比率と は、 一般会計の決算を 対象と し 、 実質赤字の標準財政規模に対する 比率 

を 指す。  

② 連結実質赤字比率と は、 全会計を 対象と し た実質赤字（ 又は資金の不足額） の標準財政 

規模に対する 比率を 指す。  

③ 実質公債費比率と は、 一般会計等（ 特別会計、 公営企業会計等を 含む） が負担する 公債費 

（ 元利償還金及び準元利償還金（ 公営企業債に対する 繰出金など 公債費に準ずる も の） ）  

の標準財政規模に対する 比率（ ３ 箇年平均で示し 、 普通交付税で措置さ れる も のは除く ）  

を 指す。  

④ 将来負担比率と は、 一般会計等（ 特別会計、 公営企業会計、 広域連合、 土地開発公社等を  

含む） が将来負担すべき 実質的な負債から 、 充当可能な財源を 控除し た将来負担見込額の 

標準財政規模に対する 比率を 指す。  
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〔 個別意見〕    

① 実質赤字比率について  

令和５ 年度一般会計に係る 実質収支額が 6 億 2,830 万円の実質黒字と なっ てお

り 、 実質赤字額がないため実質赤字比率は算定さ れない。  

 

② 連結実質赤字比率について  

令和５ 年度一般会計及び特別会計（ 公営企業会計 4 会計を 含む 7 会計） は、 次表

のと おり すべて実質黒字又は資金剰余が発生し ており 、 連結実質赤字額がないた め

連結実質赤字比率は算定さ れない。  

(単位： 万円)  

会 計 名 
令和５ 年度 令和４ 年度 

実質黒字額 資金剰余額 実質黒字額 資金剰余額 

一 般 会 計 62,830 ― 69,426 ― 

国 民 健 康 保 険 

事 業 特 別 会 計 
7,402 ― 9,791 ― 

後 期 高 齢 者 医 療 

事 業 特 別 会 計 
186 ― 203 ― 

公

営

企

業

会

計 

水 道 事 業 会 計 ― 86,837 ― 69,526 

工 業 用 水 道 

事 業 会 計 
― 30,852 ― 28,582 

下 水 道 事 業 会 計 ― 90,566 ― 94,492 

病 院 事 業 会 計 ― 88,898 ― 77,665 

計 70,418 297,152 79,420 270,265 

合  計 367,570 349,685 

(注)・ 実質黒字額と は、 実質収支（ 歳入総額―歳出総額―翌年度へ繰り 越すべき 財源） が黒字で 

あ る 場合を 指す。  

・ 資金剰余額と は、 地方公営企業法適用企業における 貸借対照表中の流動資産から （ 流動負債

－企業債等－引当金） を 差し 引いた額が黒字であ る 場合を 指す。  

 

③ 実質公債費比率について 

令和５ 年度一般会計等（ 特別会計、 公営企業会計等を 含む） の実質公債費比率は

3.0％であ り 、 早期健全化基準の 25.0％と 比較する と 、 こ れを 下回っ て いる 。  

 

④ 将来負担比率について  

令和５ 年度の一般会計等（ 特別会計、 公営企業会計、 広域連合、 土地開発公 

社等を 含む） の将来負担比率は将来負担額に対し て充当可能財源等が上回っ ている

こ と から 算定さ れな い。  
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 令和５ 年度経営健全化審査意見書 

 

第１  審査の概要 

１  審査の期間 

令和６ 年６ 月１ ０ 日～同年８ 月７ 日 

２  審査の方法 

こ の経営健全化審査は、 地方公共団体の財政の健全化に関する 法律第２ ２ 条 

第１ 項の規定に基づき 、 市長 から 提出さ れた令和５ 年度決算における 資金不足比

率及びその算定の基礎と なる 事項を 記載し た書類が適正に作成さ れて いる かにつ

いて、 各会計決算書及び関係書類等を 照合する と と も に、 関係職員から 説明を 聴

取し て 審査を 行っ た。  

     

第２  審査の結果 

 〔 総合意見〕  

審査に付さ れた下記の各会計に係る 資金不足比率及びその算定の基礎と な る 事項

を 記載し た書類は、 いずれも 適正に作成さ れている も のと 認めら れる 。  

各会計において資金不足は発生し ていな いが、 引き 続き 健全な 経営に取り 組ま れ

たい。  

記 

資金不足比率                                           ( 単位： ％)  

公    営    企    業    会    計 令和５ 年度 令和４ 年度 経営健全化基準 備 考 

法 

適 

用 

 

1 水道事業会計 ― ― 20.0  

2 工業用水道事業会計 ― ― 20.0  

3 下水道事業会計 ― ― 20.0  

4 病院事業会計 ― ― 20.0  

(注)  資金不足比率＝資金の不足額／公営企業の事業の規模 

 

〔 個別意見〕  

各会計において資金不足は発生し ておら ず、 資金不足比率は算定さ れない。 ただ

し 、 下水道事業会計・ 病院事業会計については、 一般会計から の繰入れを 含んでい

る 。  
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経 営 健 全 化 審 査 資 料 
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国民健康保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

公営企業会計 水道事業会計

工業用水道事業会計

下水道事業会計

病院事業会計

地方公社・ 第３ セク タ ー 亀山市土地開発公社

一部事務組合 鈴鹿亀山地区広域連合

三重地方税管理回収機構

三重県後期高齢者医療広域連合

三重県市町村総合事務組合

財政健全化判断比率等の対象と なる 会計

一般会計
一

般

会

計

等

特別会計

公

営

事

業

会

計

実

質

赤

字

比

率
連

結

実

質

赤

字

比

率

実

質

公

債

費

比

率

将

来

負

担

比

率

資

金

不

足

比

率
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上段 令和５ 年度

中段 令和４ 年度

下段 比較（ 5－4）

（ 単位： 円）

水道事業会計 工業用水道事業会計 下水道事業会計 病院事業会計

160,136,164 6,849,268 631,688,448 248,089,822

157,798,652 9,189,112 366,483,878 279,483,977

2,337,512 △ 2,339,844 265,204,570 △ 31,394,155

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,028,505,606 315,364,457 1,537,344,276 1,137,070,761

853,062,066 295,013,510 1,311,403,877 1,056,136,672

175,443,540 20,350,947 225,940,399 80,934,089

1,167,213,873 67,291,931 563,578,268 1,463,584,151

1,187,525,302 69,881,698 570,894,631 1,317,297,316

△ 20,311,429 △ 2,589,767 △ 7,316,363 146,286,835

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

△ 868,369,442 △ 308,515,189 △ 905,655,828 △ 888,980,939

△ 695,263,414 △ 285,824,398 △ 944,919,999 △ 776,652,695

△ 173,106,028 △ 22,690,791 39,264,171 △ 112,328,244

868,369,442 308,515,189 905,655,828 888,980,939

695,263,414 285,824,398 944,919,999 776,652,695

173,106,028 22,690,791 △ 39,264,171 112,328,244

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

74.40 458.47 160.70 60.74

58.55 409.01 165.52 58.96

15.8 37.8 △ 4.8 1.8

令和５ 年度 経 営 健 全 化 比 率

法 適 用 事 業

流動負債－流動負債の

う ち建設改良費等に充

てる ための企業債及び

長 期借入金

Ａ

建設改良以外の財源

充当地方債の現在高
Ｂ

流動資産－翌年度に繰

り 越し さ れる 支出の財

源充当額

C

営業収益 Ｄ

受託工事収益 Ｅ

資金剰余比率 Ｇ ／（ Ｄ －Ｅ ） （ ％）

資金不足額 Ｆ ＝（ Ａ ＋Ｂ ） －Ｃ

資金剰余額 Ｇ ＝Ｃ －（ Ａ ＋B）

資金不足率 Ｆ ／Ｄ －Ｅ （ ％）
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